
はじめに

筆者はこれまで，１０代で出産した母親１）を対

象に研究を進めてきた。具体的には，イギリス

の事例を参考に，１０代で出産した母親の社会的

背景と支援の方向性について検討した（大川，

２００８）。また，１０代で出産した母親のインタビ

ューからその実態を明らかにし，１０代の母親と

いう「問題」を再構築し，実態に即した支援の

あり方について考察した（大川，２００４）。本研
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究では，アメリカ・イギリス・日本の１０代の母

親における社会構造の比較を通して，１０代の出

産・妊娠をめぐる社会的「調整」がどのように

行なわれているかを明らかにしたい。

Ⅰ．１０代の出産と家族のレギュラシオン

先進国の中で最も１０代出産が多いのはアメリ

カで，１５-１９歳人口１,０００人あたり４０と他の先進

工業国の平均の約１.６倍である。その他主要国

では，イギリス２３，カナダ１２，フランス１，オ

ランダ４，イタリア７，スウェーデン７，ノル

ウェー９，ドイツ９である。（UNFPA,２００７）。＊立命館大学大学院社会学研究科博士後期課程

１０代の出産をめぐる家族の調整
─アメリカ，イギリス，日本の社会構造の比較を通して─

大川 聡子＊

本研究は，丸山の述べた「家族のレギュラシオン」概念をもとに，アメリカ・イギリス・日本にお
ける１０代の出産の調整様式について明らかにする。アメリカ，イギリスともに１０代で出産する母親は
先進国中でも極めて多いが，わが国は極めて少ない。１０代の出産は，政治的介入だけでなく妊娠・出
産に直接的にかかわる多くの要素によって調整されていた。アメリカ・イギリスにおいては１０代の出
産は公的扶助の対象であると直結して考えられているため，社会的背景についても調査が進められて
おり，社会的に不利な要因を改善するための対策が行なわれていた。わが国では，１０代の出産をもた
らす社会的背景について明らかになっている部分は少なく，社会問題としての視点は乏しい。その理
由として，①１０代で出産する者の婚姻率が高く，家族としての形を成すために問題が表面化しない，
②結婚後もパートナーや原家族の支援が受けやすい環境にある，③１０代で出産することの子どもへの
リスクが，各国と比較して少ない，の３点が挙げられる。こうした状況から，わが国においては，１０
代の母親に対して公的な積極的支援が行われず，家族のインフォーマルサポートに頼らざるを得ない
状況にある。
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１０代で出産した女性の婚姻率は，日本では８６％

であり，イタリア５５％，ドイツ３９％，アメリカ

２１％，イギリス１０％と比較して極めて高い

（UNICEF,２００１）（図１）

わが国において１０代で出産する母親は，全出

生数の１.４６％（２００６年）と極めて少数である。

１０代の妊娠については人工妊娠中絶率が高く，

妊娠しても出産しにくい状況にあると推察され

る。わが国の１０代の妊娠・出産に対する政策は

「望まない妊娠」に向けたものである。そのた

め，１０代で出産した女性や，これから出産した

いと考える女性に向けての政策的配慮は殆どな

されていない。こうした背景には，出産年齢を

規定し，１０代の妊娠を予防する社会的圧力があ

ると考えられる。１０代での出産を選択する背景

には家族，学校，社会など様々な社会構造が関

連する。しかし，わが国においては，１０代の出

産とその社会背景についての視点は乏しく，１０

代という年齢のみに焦点が当てられ，「望まな

い妊娠」対策により妊娠・出産が調整されてい

く現状にある。

フーコーは，生に対する権力の一つとして

「調整」を挙げている。フーコー（１９７６/１９８６）
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は，「（生に対する）極の一つは，機械としての

身体に中心を定めていた。（略）第二の極は，

やや遅れて，１８世紀中葉に形成されたが，種で

ある身体，生物の力学におかれ，生物学的プロ

セスの支えとなる身体を中心に据えている。繁

殖や誕生・死亡率，健康の水準，寿命，長寿，

そしてそれらを変化させるすべての条件がそれ

だ。それらを引き受けたのは，一連の介入と，

調整する管理」とし，これを，人口の生─政治

学と定義した。このように，十八世紀から，政

治は生への介入をすすめていることがわかる。

同時に医療についても，「十八世紀において医

学の主流が徐々に場を与えられていくとき，

（略）病を，共同体に定義され，共同体がその全

体的決定のレヴェルで解決しようとしなければ

ならない政治・経済問題として考慮するように

なったこととも切り離すことができない」（フ

ーコー，１９７６/２０００）と述べ，病が政治・経済

問題として考慮されるようになったために，医

学がその役割を広げていったことが示されてい

る。

わが国においても，妊娠・出産に対し国家に

よる政治的介入が行なわれている。荻野

図１ 各国の１０代の婚姻率（UNICEF,２００１）と１５～１９歳女性人口１０００人当たり出生率
（UNFPA,２００７）



（２００８）は，戦中の「産めよ殖やせよ」政策にお

いて，結婚への圧力や多子家庭への表彰などが

行われたが，戦後一転して優生保護法により人

工妊娠中絶が合法化され，受胎調節指導が進ん

でいく様子を描き，政治や医療が出産や結婚に

介入していく過程を明らかにしている。

コマイユ（２００２）は，こうした政治的管理に

ついて，「政治秩序の構築が支配の構造的手続

きの結果というよりも，そこで市民社会の諸部

分，諸アクター，社会運動といった新たな集

団，鑑定人による評価といったものが重要な位

置を占めるもろもろの配置全体の産物である」

とし，政治以外にも様々な要素の関わりによ

り，調整が行なわれていることを示唆してい

る。さらに，コマイユに影響を受けた丸山

（１９９６）は法社会学の立場から，家族のレギュ

ラシオン２）を「一方で個別家族への援助という

ミクロな視点を持ちながら，他方では，家族に

関わるそれぞれの審級の固有の論理や専門化の

利害，様々な社会運動なども絡んでくるので，

それらの絡み合いの複合的システムをマクロソ

シアルな観点から見ていくこと」と述べてい

る。

妊娠・出産においても，政治的介入以外に医

学や妊娠に至るまでの家族計画や性教育といっ

た新たな社会的活動，妊娠・出産に対して各々

の目的を持って活動する専門職集団や宗教上の

理念，妊娠・出産を人口学的問題として評価す

る鑑定人（研究者），妊娠・出産を取り巻く社

会的環境（地理的状況，人種間格差，避妊法の

差異）等，市民社会の諸部分により抑制あるい

は増幅されていると考えられた。また，妊娠・

出産は社会的，政治的な位置づけのみに留まら

ず，当事者となる夫婦（パートナー）それぞれ

の原家族を含めた，家族のライフコースのあり
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方を反映している。１０代の出産数が先進国中で

大きく異なるのは，これらすべての配置の産物

が，妊娠・出産に与える影響が大きい事を示し

ていると考えられる。

本研究では，丸山の述べた「家族のレギュラ

シオン」概念を用い，わが国と，アメリカ・イ

ギリスの１０代の妊娠・出産をめぐる「調整」に

ついて明らかにする。アメリカ・イギリスとも

に１０代で出産する母親が先進国中で極めて多

い。このことから，１０代の妊娠・出産が極めて

少ないわが国とは異なる「調整」がなされてい

ると考えられた。また，支援の方向性は異なる

が，１０代の母親に対する政策が多様に行われて

いることも，こうした調整の一端を担っている

と考えられる。本研究では，わが国とアメリ

カ・イギリスにおいて，妊娠・出産に直接的に

関連すると考えられる要素と家族のあり方の差

異を，コマイユの述べた項目にしたがって抽出

する。そして，それぞれどのような関わり合い

のもとに調整が行なわれているのか，その絡み

合いの複合的システムを，マクロソシアルな視

点から比較検討する。その内容から，わが国と

アメリカ・イギリスの１０代の妊娠・出産の調整

様式の違いについて明らかにし，わが国におけ

る調整の特徴について分析したい。

Ⅱ．１０代出産の現状

１．アメリカ
１アメリカの１０代妊娠・出産の状況

先進国の中で最も１０代妊娠・出産の多いアメ

リカは，「取り残された国」と言われていた。

２００６年の１０代女性の出産数は約４４万件である。

１０代で出産した母親は３２％しか高校を卒業して

おらず，福祉に依存したり，シングルペアレン



トとなったり，限られた収入であるにもかかわ

らず，さらに子どもを産んだり，児童虐待や里

子に出すという結果になることが多いと報告さ

れている（TheNationalCampaigntoPrevent

TeenPregnancy）。

こうした現状から，アメリカでは１０代妊娠を

抑制するキャンペーン（TheNationalCampaign

toPreventTeenPregnancy）を展開し，１９９６年

から２００５年の１０年間で１０代の妊娠を１/３にす

ることを目標に，書籍の出版やイベントの実

施，コミュニティで１０代妊娠防止のために活動

している人への技術的支援，純潔教育の推進，

親や１０代への啓発教育などを行なった。これら

の取り組みの結果，１０代での妊娠は年々減少を

続けている。減少した理由として，性行動を節

制し妊娠を避けるようになったこと，また性行

動の際に避妊するようになったことの２つの理

由が挙げられている。（Boonstra,２００２）。

しかし，先進国の中では依然として１０代の妊

娠率が高いため，キャンペーンは１０代の妊娠を
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２００６年から２０１５年の間に現状の値をさらに

１/３にする目標を掲げて活動している。しか

し１０代の出産数は，２００６年に過去１５年間で初め

て減少に転じ，４１.９‰となった。（TheNational

CampaigntoPreventTeenandUnplanned

Pregnancy,２００６）３）。出産数の増加の背景につ

いてはまだ明らかになっていない。（図２）

１０代での出産率はラテンアメリカ人が最も高

く，次いでアフリカ系アメリカ人，アメリカン

インディアンと続く。白人やアジア系アメリカ

人は少ない。このことから，アメリカの１０代の

妊娠は人種問題とも密接に関連していることが

示唆される。地域的にも１０代妊娠が多いのはテ

キサス州，ニューメキシコ州，ミシシッピー州

などアメリカ南部であり，アメリカ全土におい

て１０代の妊娠率は低下しているが，低下率が低

いのもアメリカ南部である。また，１０代での出

産が多い州は，貧困率が総じて高い４）。さらに，

アメリカは１０代で妊娠した女性が出産に至る割

合が５７％と，わが国と比較して高い。そして，

図２ アメリカの１０代の妊娠率と出生率
出典：妊娠率 TheGuttmacherInstitute,2006,

出産率 Ventura,S.(eds.)2001,Hamilton,B.E.,(eds.)2003,Hamilton,B.E.,
(eds.),2007



１０代で出産した人のうち婚姻した者が１７.２％

（２００５年）と少数である。

アメリカの主な公的援助制度の中で，母子を

対象とする制度は，TANFが代表的である。下

夷（１９９９）によれば，TANFを受給する１０代の

未婚の母に対しては特別な配慮が払われてお

り，学校への通学や成人の監督下で生活するこ

とと同時に，未婚母子家庭の形成が抑制されて

いる。こうした婚外子出産に関する抑制的な取

り組みに関しては，望まない結婚や中絶の増加

を招くことが懸念されているという。また，尾

澤（２００３）は，家庭内暴力の増加への危惧，ま

た政府がこうした私的問題に介入することの意

味や効果についても疑問視している。

アメリカにおける家族の特徴について，１８歳

以下で結婚する者の割合と地域の特性の関連を

調べた調査では，男性で無職の者が多く，収入

が低く，貧困であり，福祉を受けている人が多

い地域ほど，１８歳以下で結婚する者の割合が高

い。また，離婚率は３.６‰である。人種によっ

て大きく異なり，黒人が最も高く，アジア系は

低い。同棲を経て結婚に至る人の割合が，白人

が最も高く，次いでヒスパニック，黒人と続く

（以上CDC,２００２a）。結婚していない両性のカ

ップルは，総世帯の８.１％であり，生物学上の両

親と暮らしている子どもは６３％と，欧米諸国の

中で最も低い値になっている。また，非嫡出子

の割合は約３４.６％（以上Whitehead,２００５）であ

る。こうしたことから，アメリカの家族は人種

による特徴が大きく，結婚制度や生物学上の親

にとらわれず，各人の状況に応じた家族が作り

上げられていると考えられた。

２避妊方法

アメリカの１０代女性が用いる避妊法のうち最
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も多いものは，コンドームの９８％であり，その

後ピル６１％，性交中絶５５％，注射法２１％，リズ

ム式１１％と続く。人種別に順位に差異はない。

また，最近の性交のときに何らかの避妊法を使

った者が８０％であり，このことから１０代の妊娠

や１０代の母親が多いと指摘されている。

（Boonstra,２００２）。避妊方法について，最初の

性交の際に用いた避妊法では，１６歳以下は何ら

かの避妊法を用いた者が５２.９％と他の世代と比

較して低く，最も多い避妊法はコンドームであ

った。初交年齢が上昇するに伴い，ピルを使う

者の率が上昇する。母親が第１子を２０歳未満で

出産した者と比較して，２０歳以上で出産した者

の方が，避妊する者が多かった。

これらの傾向から，避妊の有無や方法は人

種・年齢別に異なる傾向が見られた。こうした

傾向から，避妊の有無や，避妊方法の選択は多

分に社会的背景に影響を受けていると考えられ

た。

３人工妊娠中絶

アメリカでは中絶や性行動に関する宗教上の

問題も看過できない。アメリカにおいて人工妊

娠中絶は政治的問題となっている。人工妊娠中

絶は１９７３年に合法化されたが，規制状況につい

ては各州において異なる。人工妊娠中絶件数の

ピークは１９８０年で，現在は減少している。人工

妊娠中絶の報告システムが州により整備されて

おらず，１０代のみの人工妊娠中絶のデータはな

い。アメリカにおいては，人工妊娠中絶をめぐ

り「プロライフ（中絶禁止派）」「プロチョイス

（中絶容認派）」に別れ対立が続いている。荻野

（２００１）は，こうした対立を「女」という性の定

義と「人間」や「生命」の価値の解釈の問題で

あると述べている。人工妊娠中絶も，アメリカ



では様々な価値観の基となり，大きく対立する

問題の一つであり，１０代での出産にも影響を与

えていると考えられる。

４１０代母親への視線

アメリカでは１０代母親の文献が多く存在し，

そのリスクも多様に述べられている。「若く未

婚の母親の２/３は貧困であること（Sawhill,

I.V.,１９９９），公的扶助を受けている母親の５２％

は１０代で子どもを持つこと（Moore,１９９３）な

ど，１０代の出産を契機とした貧困，また貧困の

理由としての１０代の出産と，順序は異なるが密

接な関連が読み取れる。子どもの福祉の観点か

ら，１０代の母親の子どもたちは早産しやすく，

低出生体重児であり（Martin,２００６），虐待やネ

グレクトを受ける子どもの数が他の世代の２倍

であることが挙げられている（Hoffman,

２００６）。また，非嫡出子の半数が１０代から生ま

れることや，里子に出されることが多いこと

（Steir,１９９３）もリスクとして挙げられている。

思春期の子育てには，実質的な公的負担も必要

となる（思春期の子育てに９.１Billion＝日本円

にして９８３億円が必要であるとの報告もある）

ことから，１０代の妊娠はリプロダクティブヘル

スの問題としてだけではなく，改善するよう考

えなければならない」（Hoffman,２００６）とされ，

１０代の妊娠は社会的問題と直結して考えられて

いる。しかし，こうした研究に対しSmithbattle

（２００７）は「１０代の子育てに起因する否定的な

面が過度に強調されている」という。そして初

期の研究は，１０代を早期の子育てに向かわせ，

１０代の発達を危険にさらす多くの背景因子（経

済的に困窮した地域に住むことや，教育の欠如

やひとり親であることなど）を見逃した。ここ

２０年の研究において，研究者たちは母親達の幼
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少期の不利な要因をコントロールし，彼らの立

場を理解し，若年出産がもたらすとされていた

不利な要因は大幅に縮小されたか，完全に除

去された（Geronimus,１９９４,Holmund,２００５,

Hotz,２００５）という。長期的な研究においては，

１０代の母親がその後もより良く暮らしているこ

とが明らかにされている。Sonyaら（２００２）は，

１０代で子どもを産んだ２０～５０代の母親にインタ

ビューをし，彼女たちが教育を受け続けようと

し，結婚生活への強い思いがあり，信心深く，

ドラッグを使わず，控えめに生きている姿を描

いている。このようにアメリカでは，１０代の出

産それ自体をリスクとする政府（キャンペー

ン）の考え方と，１０代で出産した背景に注目

し，１０代で出産することが問題なのではなく，

その社会的背景に問題があると指摘する２つの

考え方が存在する。しかしどちらの立場にたっ

ても，１０代の出産は予防すべき存在であり，介

入が必要であると述べている。

５アメリカにおける１０代出産の調整

アメリカにおいて１０代で出産した女性には，

スティグマが付与されることはあるが，様々な

機関がかかわり，親だけではなく子どもについ

ても包括的に支援されていた。その背景とし

て，１０代で出産した女性が多く，また出産後シ

ングルマザーとなり福祉政策の受給を受ける率

の高さが影響していると考えられる。

また，アメリカにおいては，１０代の出産は人

種問題と切り離して考えることはできない。そ

のため，先行研究においても１０代の母親＝黒

人・マイノリティの母親を指す文献が多かっ

た。黒人の出産が早い傾向にある理由として，

フランク（１９８９）は，経済的条件から見ると，

結婚可能年齢が黒人はとても遅く，したがって



その多くは結婚と親になることの順序を自ら進

んで逆にするという。このことから，人種間に

よる経済的立場の不均衡が，１０代での出産に影

響を及ぼすと考えられる。

１０代の母親の出産率の地域間格差も顕著に見

られた。アメリカでは国を挙げて１０代母親の減

少に努めているが，減少率は州や人種により差

が大きい。また，州ごとの貧困率と密接に関連

しており，１０代の出産と貧困との関連が示唆さ

れた。

アメリカの１０代の母親への支援において特徴

的であるのは，要求されたプログラムに従わな

かった時の罰則規定である。１０代の母親が通う

ための学校や支援の整備はされているが，学校

に通わない場合は補助金が没収される。また

TANFにおいては，未婚の母子家庭について抑

制的な取り組みがなされているなど，対象者が

支援を受けるためには，行政から介入を受けな

ければならない。こうした規定を，ロザンヴァ

ロン（１９９５/２００６）は「社会統制における制度」

と指摘し，「福祉国家を，諸々の行動を管理し

統制する機関へと変えてしまう」ことを危惧し

ている。

このように，アメリカの１０代の母親問題にお

いては，人種間の経済的立場の不均衡，貧困率

の高い地域に多いといった地域特性，人工妊娠

中絶への高いハードルが背景にあり，先進国の

中で極めて高い水準で推移していると考えられ

た。

２．イギリス
１イギリスの１０代妊娠・出産の状況

イギリスは，１９９７年には失業世帯の割合，成

人文盲率，所得格差，１０代女性の妊娠率，屋外

生活者数のいずれをとっても戦後最悪でかつ欧
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州各国で最悪の状況に達することとなった（小

笠原，２００１）。１９９７年に１０代で妊娠した人は９

万人であり，そのうち３/５にあたる５６,０００人

が出産している。そのうち１６歳以下の妊娠が

７,７００人であった。これはドイツの２倍，フラ

ンスの３倍，オランダの６倍である（社会的排

除対策本部，SocialExclusionUnit：以下SEU,

１９９９）。出産した女性の婚姻率も１０％と低い。

イギリスでは１０代の妊娠について，社会的排

除問題６）の一つとして対策がとられている。イ

ングランドの１０代の母親は５万人（２００５年）と

推計されている。その８割が１８歳，１９歳であ

る。そのうちひとり親が６０％を占め，７０％が，

教育も職業訓練もうけていない状態（NEET）

であり，剥奪された地域（DeprivedArea）７）に

住んでいるという（DepartmentofHealth：以

下DH．Departmentforchildren,schoolsand

families：DCSf,２００７）。SEUでは，１０代の妊娠

防止を目的として１９９９年６月にイギリス教育雇

用省（DepartmentforEducationandSkills：当

時８）：以下DfES）に１０代妊娠ユニット（Teen

PregnancyUnit：以下TPU）を設立した。その

際発行したレポート‘TeenagePregnancy’に

おいて，１０代の妊娠に対して，今後１０年間の国

家戦略を掲げた。１つは２０１０年までに１８歳未満

の妊娠率を半分にし，１６歳未満の妊娠を低下さ

せること。２つ目に若者の社会的排除の長期化

を避けるために，教育や訓練や仕事に参加する

１０代の親を６０％にまで増やすことである。さら

に，２００３年末までに家族やパートナーと同居で

きない孤立した１８歳未満の親に対し，適切な宿

泊施設へと移すことを目標とした（SEU,

１９９９）。こうした活動の成果により，イングラ

ンドでは２００４年に１８歳未満の女性の妊娠率は

４１.３‰となり，１９９８年と比較して１１％減少した



（OfficesforNationalStatistics,以下 ONS,

TPU,２００７）

また，剥奪された地域１０％の７１‰が１８歳以下

で妊娠するが，最も整備されている地域１０％に

おいては１８‰と４倍近い開きがある（Offices

forDeputyPrimeminister,２００４）。また，最も

剥奪された地域２０％において，教育到達度と１８

歳以下の妊娠について比較すると，教育到達度

が低い人ほど妊娠率が高い（DfES,２００６）。１０

代の母親，２３歳未満の父親となる確率とリスク

要因（母親が１０代で出産，父親の社会階層が低

い，素行の悪さ，住宅供給を受けている，読み

書きが困難）との関連では，これらの全ての要

因が重なるほど１０代で出産する確率が高い

（CentreforLongitudinalStudies,２００５）など，

１０代の出産と社会的背景についての関連も明

らかになっていた。こうした状況の中，２００６

年にイギリス政府が地方公共団体や Primary

CareTrustを対象に発行したパンフレット

（DH.DCSf,２００６）では，１０代の妊娠率を減ら

すだけでなく，１０代母親の支援をしていくこと

が明文化された。

イギリスではこうした政府や自治体の取り組

みだけではなく，１０代で妊娠した女性や，子ど

もを持つ１０代の親に対して，様々な団体が活動

を行ない，政府の活動を補完している。具体的

な方法として，１０代の母親が生んだ子どもの父

親（１０代母親の夫）に対し，子どもの養育にど

のくらいの金額が計算するプログラム，親とし

てのスキル，育児，教育，住居について相談す

るアドバイザーなどである。（SEU,１９９９）。

宗教と避妊の関係について，筆者がイギリス

で１０代の再妊娠予防セミナーに参加した結果で

は，キリスト教カトリック教徒は宗教上人工的

な避妊ができないため，望まない出産に至る場
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合もあると指摘されていた。また，性教育にか

かわるカトリック団体も存在している。

１０代の出産（人口千対）が多い地区は，

Lambeth（ロンドン），Southwark（ロンドン），

KingstonuponHull（ヨークシャー）最も低い

のはBuckinghamshire（サウスイースト）であ

った。ロンドン市内は１０代出産が少ない地域も

あり，地域差が大きかった（ONS,TPU,２００７）。

LambethやSouthwarkは，SureStartPlusによ

り，地域独自の１０代の妊娠・出産に対する支援

が行なわれている。

家族の状況としては，離婚法が１９７０年に改正

された後，離婚率の上昇がみられる。２００７年は

１１.９‰であった。結婚した者のうち離婚する者

が１/５と，１９８０年の１/１０と比較して２倍に増

加している。結婚当時の妻の年齢別離婚率は，

２０-２４歳が最も高く，次いで２５-２９歳と続く。

（以上NationalStatisticsOnline,２００８）。非嫡出

子は４３.１％（２００３年）であるが，EU諸国中では

平均的な値である。２０歳未満の出産に多い。

「婚外子も父親がサポートすべき」と答えた人

は６６.７％であった（EconomicandSocialData

Service,２００８）イギリスでは，若年層の再婚率

が高く，結婚という制度や，家族という形態に

とらわれない様々な家族像があり，それを支援

する多様な社会制度が存在していた。

２避妊方法

２００５年に ONUが実施した調査（Taylor,

２００６）において，イギリスで多く用いられてい

る避妊法はピルであり，次に男性用コンドー

ム，男性不妊手術，女性不妊手術，薬物（バリ

アー法），注射（日本では未認可）と続く。過去

５年間で順位に大きな変動はない。年代別に比

較すると，１６-１７歳，３５歳以降でコンドームの



使用がピル使用を上回るが，それ以外の年齢で

はピルの方がより多く使用されている。学歴別

の違いについて，義務教育の成績が悪かった者

と義務教育を修了していない者について，ピル

の使用率が若干高い。また，避妊をしていない

人も同じ群に多かった。また，１６-４９歳の女性

のうち過去１年間に家族計画サービスを利用し

た人は５４％で，２０-２４歳が最も高かった。こう

したことから，イギリスの女性は家族計画につ

いて広く知識を得ることができていると考えら

れた。

３人工妊娠中絶

イギリスでは１９６７年に人工妊娠中絶が合法化

された。２００７年の１９歳以下の人工妊娠中絶件数

は４３,９５５人（人口１０００対２５人）である。また，

１８歳以下の出産率は減少したが，人工妊娠中絶

率は増加しており，２００６年は４８％であった。年

齢別で見ると，２００５年に１８歳未満で妊娠から中

絶に至った者は４６.８％であるが，１６歳未満では

５７.５％であり（ONS,TPU,２００７），より若い世

代が妊娠した場合に中絶する傾向が見られた

（図３）。
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４性教育

筆者が，イギリスにおいて性教育の調査を行

なっている FamilyPlanningAssociationの

McGovern氏に聞き取り調査を行なった結果，

最初に性教育について学ぶのは‘Science’であ

り，ホルモンや感染，身体の器官と同様に学ん

でいる。男女関係の構築について教育するかど

うかは各学校の判断に委ねられている。カトリ

ックの学校については，避妊自体を禁止してい

るため，性教育に制限が加えられることもあ

る。様々な組織が，政府に対し，健康に関する

内容を義務として教えるよう働きかけていると

いう。

５１０代母親への視線

イギリスで１０代の出産が問題視されている理

由として，乳幼児死亡率が２０から３９歳の母親と

比較して６０％近く高いこと（NationalStatistics,

２００６）。１０代の母親は早産になることが多く，

低出生体重児を出産するリスクが２５％高いこと

（Botting,１９９８）。妊娠期のケアを受ける時期が

平均して妊娠１６週と遅いこと（DH,２００７）。１０

代の母親は妊娠前から喫煙している者が多く，

妊娠中に禁煙する者が少ないこと（Salihu,

図３ イングランドの１８歳未満の女性の妊娠率と中絶率
出典：OfficeforNationalStatisticsandTeenagePregnancyUnitから筆者作成



２００３），妊娠中の栄養状態も悪いことが指摘さ

れている。また１０代の母親の子どもたちは，転

落や異物誤嚥などの事故が多く，多動などの行

動障害も見られる。研究結果から，こうした問

題に付随するのは，１０代の母親の感情の不健康

さが一因である（DH.DCSf,２００７）と言われて

いる。

また，１０代の母親が出産後精神的不健康な状

態にある者の率が，他の世代の母親と比較して

高いこと，２０歳以下で出産した父親に子どもと

同居したことのない者が２０％と多いこと（２３歳

以上の父親では６％）。義務教育を終えている

ものの率が低く，職業訓練や教育を受けている

者も３０％であること（同世代では９０％），若く

（２３歳以下）して子どもを持つ父親が失業する

確率は２倍であることなどから，１０代で出産す

ることと母親・子どもの身体的，精神的リスク

また家族の社会的リスクの関連が指摘されてい

る（DH.DfES,２００６）。

１０代の妊娠が問題視される背景として，Jones

（１９９２/２００２）は，１０代の妊娠をモラル・パニッ

クとする見方の一部には，若い女性が福祉の恩

恵などを得るために，妊娠を利用するのではな

いかという懸念があるように思われる，とい

う。しかし，これを支持する証拠は見当たら

ず，他の研究でも１０代の母親は年長の母親より

「悪い」親になるとみなす理由は見当たらない，

と述べている。Phoenix（１９９１）も，１０代の母

親に行なった調査結果から，母親たちに向けら

れたモラル・パニックは不当なものであると述

べている。このように，イギリスでは１０代の母

親が実態よりも問題視されていることを指摘す

る文献も見られた。イギリスのチャリティ団体

Trustforthestudyofadolescenceでは，望ん

で出産した４１人の１０代の母親，その１０人の父親
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に対してインタビューし，「計画された」１０代

の妊娠について報告した（Cater,２００６）。殆ど

の母親は家族を作ること以外に夢が持てなかっ

たという。１０代の母親は出産することで社会的

地位が上がると感じ，自分に自信が持てるよう

になっていたという。筆者がこの団体に聞き取

り調査を行なった結果では，イギリス政府は教

育を受けることにより，より良い生活を目指す

ことを推進しているため，こうした調査結果は

好ましくないだろうが，このような現実がある

ことを認識しなければならないと語られていた

（大川，２００８）。

６イギリスにおける１０代出産の調整

ロザンヴァロン（１９９５/２００６）は，ヨーロッ

パの福祉国家建設は歴史的に見て，責任の社会

化の原理に基づく保険社会の設立であった（過

失の概念からリスクの観念への移行）という。

１０代の出産についても，出産した者にそのリス

クを負わせるという考え方ではなく，１０代の出

産を社会や地域で支えるという公的扶助の精神

が根付いている。また，イギリスの１０代の母親

の支援には，多くのチャリティ団体の存在を看

過することはできない。イギリスは，中世から

の慈善事業，また博愛事業などの伝統的な蓄積

や，多元的システムによる社会福祉（宮城，

２０００）がこうした活動の基盤となっている。こ

のような背景から，国家施策だけでなく様々な

チャリティ団体が活動し，政策を補完し，支援

を提供する素地ができていると考えられた。

また，先のインタビュー結果で述べたよう

に，「家族を作ること以外に夢が持てない」た

めに，計画された妊娠についても明らかになっ

ている。イギリスでは１０代の妊娠と社会的排除

問題は直結して考えられており，１０代の母親が



持つ社会的に不利な状況についても詳細に調査

が行なわれていたが，１０代の母親に社会的排除

や階層問題があるということが前提とされてい

るために，こうした項目においても関心が持た

れ調査がなされていると考えられた。

またイギリスでは，カトリックなど宗教上の

理由により避妊を禁じられている場合があり，

避妊ができないことも１０代での出産に大きく影

響していると考えられた。

このことから，イギリスにおいては社会階層

により１０代の母親の数に差異が見られた。ま

た，母子家庭に対する充実した支援も，こうし

た状況を後押ししていると推察される。

３．日本
１１０代妊娠・出産の状況

家族の特徴として，わが国の非嫡出子率は

２.０２‰（２００７年，人口動態統計）と，欧米諸国

と比較して極めて低い。このことから，わが国

は，アメリカ・イギリスと比較して結婚という

制度に則り出産する人の割合が多いことがわか

る。また，「非嫡出子」の割合は極めて少ない
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が「婚前妊娠」の割合は増加しており（人口動

態調査特殊報告，２００５），わが国においては，出

産すなわち結婚を意味していると考えられる。

さらにわが国において，既婚者に占める同棲経

験者は１２.５％であり，同棲できない理由として

４割近くが「親との同居」を挙げている（殿村，

２００６）。また，１０代で出産した母親の同居率も

高い。（大川，２００４）

２００６年の１０代女性の出生数は１５,９７４人（人口

動態統計）であり，全出生数の１.４６％である。

１０代の出生割合は，１９２５年には６.０％であった

が，戦後急激に減少し，高校進学率が９割とな

った１９７０年代に最も少なくなった。その後上昇

を続け，全体の出生数が減少する中で出生数・

出生率とも２００２年まで年々増加したが，２００３年

以降は減少している。１０代の合計特殊出生率９）

も２００２年の０.０２９８をピークに減少を続けてお

り，２００６年は０.０２５０であった。（図４）

また，１０代の人工妊娠中絶件数は，１９９５年以

降急激に上昇していたが，２００２年に初めて減少

に転じ，２００６年は２７,３６７件（衛生行政報告例）

と引き続き減少している。また，人口千対人工

図４ １５～１９歳女性の出産数の全体に占める割合と人口千対人工妊娠中絶率
出典：人口動態統計・衛生行政報告例から筆者作成



妊娠中絶率も急激に減少しており，２００６年には

８.７‰となった。

高校進学率の上昇，初婚年齢の急激な上昇に

よる３０代での出産が増加したことにより，１０代

で出産する女性は極めて少なく，学校教育や性

教育など様々な立場において，多くの人が考え

る１０代としての地位を違反していることから，

様々な場面でモラル・パニックを引き起こして

いる。しかし，１０代の母親が偏見視されるの

は，高校進学率や初婚年齢の急激な上昇によ

り，１０代の母親が結果的に少数派となったとい

う社会的要因も大きい。

わが国の１０代の妊娠・出産に対する支援は，

１０代の妊娠予防については，「望まない妊娠」

対策の視点から学校・地域において多様な取り

組みがなされている。そのため，１０代の母親に

対しては，健やか親子２１に「妊娠・出産により

教育を受ける機会が妨げられることのないよう

取り組みの推進を行う」とあるのみで，公的な

支援は殆どない。ごく少数の市町村や産婦人科

において，１０代の母親の固有のニーズを見出

し，支援を行なっている。東大阪市では，平成

１２年に１０代の母親サークル「ティーンズママの

会」を立ち上げ，グループ支援を行なってい

る。渡邉（２００８）は，北信母性保護相談所にお

いて１０代の妊婦に対し，１週間の教育入院を行

なっている。教育入院を通して，出産した産後

の生活を具体的にイメージし，出産の選択を自

発的にできるようになるという。

わが国では，１０代の妊娠予防に対する取り組

みと比較して，出産した母親への支援は限定的

である。その理由としてさらに付け加えるとす

れば，家族のインフォーマルサポートである。

しかし，その家族が十分機能していない場合，

受け皿となるのは生活保護や母子家庭扶助等既
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存の制度となり，１０代の母親固有のニーズには

対応し得ないと考えられる。

２避妊方法

第６回青少年の性行動全国調査報告（日本性

教育協会，２００７）によれば，わが国の初交経験

率は年々上昇している１０）。

現在の性交時における避妊実行率の推移をみ

ると，全体的に避妊率はかなり高く，２００５年に

は９４.３％である。初交時に避妊を実行したとす

る者の比率についても，２００５年には８５.７％であ

り，年々上昇している。初交年齢別に見た初交

時の避妊実行状況では，初交年齢時１３～１５歳で

避妊を実行した者は７８.６％だが，１６～１８歳では

８３.３％，１９歳以上では８７.４％と，初交年齢が低

いほど避妊実行状況が低い。高校生・大学生の

避妊方法としては，コンドームが最も多く用い

られており，９６％を超えていた。その他性交中

絶法や，周期法，基礎体温法などが用いられて

いる。

避妊を実行しない理由として多い順に，「準

備していない」，「たぶん妊娠しない」，「めんど

うだから」などが挙げられていたが，「産むつ

もり」と答えた者が，高校生女子のみ１６.２％と，

高校生男子・大学生男女の６.０～８.０％の中で特

出して高かった。

３１０代母親への視線

１０代の出産の身体的リスクについては，低出

生体重児の出産率の高さ，低栄養状態による貧

血の発生率の高さが指摘されている（加藤，

２００６）。これらの理由として，初診時期の遅延

（望月，２００５）や妊婦健診や母親教室の受診率

が低く，出産前に必要な知識や情報が十分でな

く，胎児の栄養面などの問題に早めに対応する



のが難しいこと（田中，２００６）が挙げられてい

る。しかし，こうした報告は医療機関ごとに集

計されたものが多く，１０代の出産数が少ないた

め，全体の傾向をつかむことは困難であった。

１０代であっても，結婚して，通常の産科管理を

受けてさえいれば，産科的異常が増加する傾向

は認められない（片桐，２００１），（久保，２０００）

とする見方もある。

１０代の出産については，身体的なリスクより

も社会的なリスクの方がより大きいと述べてい

る文献が多く見られた。その内容として，世帯

の職業において無職が１割弱を占め，経済的な

問題が多いと予測されること（安達，２００６），母

親が専門的知識や技術を持たない結果，専門的

職業につくことができず，不安定就業にならざ

るを得なくなること（森田，２００４），また非嫡出

子の割合が多く，配偶関係が不安定であること

（安達，２００６），親としての責任・自覚の欠如，

自己同一性の未確立などの人間的未熟（前川，

２００１）など，１０代で出産した背景に問題がある

とされるのではなく，未婚であること，学歴を

中断すること，就業が不安定であること，そし

て１０代であるがゆえに「未熟」であることな

ど，１０代で出産したことに起因する社会的立場

の不利が問題とされていた。夫や家族の状況と

して，前川（２００１）は，夫の収入や周囲のサポ

ートが十分でないことが多い，と述べている。

森田（２００４）も，子の父親が十分にパートナー

としての役割を果たす余地がなかったり，子の

父親としての役割を果たすことができにくい状

況にあるとしている。また，妊娠に際して適切

な相談相手が得られないこと（高橋，１９８７），家

庭的背景，状況よりDV（ドメスティックバイ

オレンス）の誘因，乳幼児虐待のリスク要因と

なる（貞永，２００６）とされ，１０代で出産した母
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親のパートナーや，家族の問題が指摘されてい

る。しかし，出産に至るまでの社会的背景はほ

とんど注目されていないために，１０代で出産す

るに至る社会的要因に対しての支援は行なわれ

ず，１０代で出産することの社会的不利は，個人

に帰されている状況にある。

社会構造でなく１０代の母親個人が問題視され

る背景に，１０代＝子どもとする認識や，妊娠を

性「非行」として捉える視線が影響していると

考えられる。また，児童虐待報告件数の増加

も，研究者の１０代の出産に対する視線と密接に

関連している。１０代での出産は，児童虐待のリ

スクであると定義されており，「（虐待の）未然

防止に政策の力点が置かれるようになった」

（上野，２００７）ことからも，１０代の出産は，児童

虐待の未然防止のために「予防」すべきものと

されている。

４日本における１０代出産の調整

わが国では，１０代で出産した背景にある社会

構造が明らかになっている部分が少ない。この

ことから，１０代での出産をもたらす要因は個人

に還元され，社会的問題として考える視点が弱

いと考えられる。また，わが国では１０代で妊娠

した場合，人工妊娠中絶に至る者の割合が高

い。こうした背景に，望まない妊娠をした場

合，宗教教義等の理由から人工妊娠中絶を行な

わない者の割合が低いと推察される。避妊法に

ついても男性中心であり，女性が避妊の主導権

を握らないことも特徴的であった。

日本では１０代で出産する社会的背景について

注目されず，出産すること自体が「リスク」と

してとらえられており，人工妊娠中絶に関して

のハードルが比較的低く，男性中心の避妊法を

用い，出産後の支援も乏しいことから，１０代で



妊娠した場合の人工妊娠中絶実施率が高く，１０

代の出産が極めて少ないと推察された。

Ⅲ．考察

１．１０代の妊娠・出産をめぐる調整
これまで，１０代の妊娠・出産をめぐる「調

整」について，「家族のレギュラシオン」を基に

分析してきた。コマイユが「家族の関係するす

べてのものが最終的には社会秩序と世界秩序に

結びついている」と述べているように，「家族

のレギュラシオン」は，（とりわけ１０代の）妊

娠，出産のみならず社会秩序となる機能全てを

内包する幅広い概念である。そのため，本研究

では，「調整」の内容として，１０代の出産に直接

的に影響を及ぼす要素を広くとらえて記述して

いる。そのために，人工妊娠中絶や避妊，家族

など１０代の出産のみならず，広く出産や子ども

に影響を及ぼす要素について分析した。

また，こうした「調整」は「１０代の出産」の

みが受けるものではなく，「出産」については

少子化対策，性教育や避妊，人工妊娠中絶，婚

姻，家族などの調整を受けており，「子ども」は

少子化対策や教育，家族，婚姻等により調整を

受けている。「１０代としての生活」も，教育，家

族，就労等により調整を受けており，また，１０

代の出産を調整する「家族」についても，結婚，

離婚，婚外子，親との同居や同棲などの要素に

より調整を受けている。１０代の出産はこうした

「出産」，「家族」，「子ども」，そして「１０代とし

てあるべき生活」といった，マクロな調整様式

と合致する要素からも，調整を受けている。本

稿で述べたのは調整の一部にすぎないが，１０代

の出産はこれらのマクロな調整様式すべての要

素から，影響を受けていると考えられる。各国
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の１０代で出産する母親の人数の差異は，これら

の調整の特徴を表していると考えられた。

以降は，各項目の調整様式の差異について詳

細にみていきたい。

１政治・社会運動

１０代の妊娠・出産という私的な問題が政治的

に管理されていく過程について，これまで述べ

た結果を表１にまとめた。アメリカ・イギリス

は国を挙げて１０代の妊娠の予防と出産後の支援

が行なわれている。日本では，１０代の母親の支

援において教育のみが挙げられており，１０代の

母親すなわち，教育が必要な人が親になってい

るといった認識が持たれていることがわかる。

性教育については，アメリカにおいては自己

抑制（純潔）教育のみに助成が行なわれるな

ど，国により行なわれる性教育に違いが見られ

る。人工妊娠中絶について，合法化された時期

にはわが国が特出して早い。宗教教義により中

絶を選択しない女性が少ないこともあり，１０代

で妊娠した女性の中絶率が高いと考えられる。

また，各エージェントや宗教団体の活動はアメ

リカ・イギリスにおいて盛んであった。

２鑑定人（研究者）による評価

アメリカ・イギリスともに１９９０年代に１０代の

妊娠・出産が増加し，社会的問題となったこと

から１０代の妊娠予防と１０代で出産した母親に対

する支援が開始されている。アメリカでは，

TheNationalCampaigntoPreventTeenand

Unplannedpregnancyにおいて１０代で出産した

ことの不利が強調されているが，１０代で出産す

る背景に問題があり，妊娠自体には問題がない

ことが研究者によって明らかにされている。イ

ギリスでは，社会的排除対策という視点から，



失業など他の若者対策と同様にTeenPregnancy

Unitにより１０代の母親に対する支援が開始され

た。支援の根拠として，研究者により１０代で出

産することのリスクが強調されていた。しか

し，１０代の母親が不当なモラル・パニックを受

けているとする研究者もおり，また多くの縦断

的調査によって，１０代での出産と社会構造の関
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連が指摘され，家族を作ること以外に夢が持て

ない状況にある１０代の存在も明らかになってい

た。日本では，アメリカやイギリスと比較し

て，低出生体重児や行動障害など出産後の子ど

ものリスクはほとんど報告されていない１１）１２）。

そのため，身体的リスクについてはそれほど強

調されないが，１０代で出産することに起因する

表１ １０代の妊娠・出産をめぐる「調整」

日本イギリスアメリカ中項目大項目
政治的管
理の内容

１億２７７２万人（２００７年）６０７７万人（２００６年）３億５８２万人（２００６年）人口

健やか親子２１に「妊娠・出産により教
育を受ける機会が妨げられることのな
いよう取り組みの推進を行う」とある
が，妊娠した生徒の支援は学校で個別
に対応。

TeenPregnancyUnitにより，１０代の
妊娠予防から出産後の母親の住居まで
包括的に支援。１０代の出産が多い地域
は，特別な支援が受けられる。

１０代妊娠・望まない妊娠予防キャンペ
ーンを行ない，１０代妊娠の予防と出産
後の教育などの支援を国を挙げて取り
組んでいる。

政策

全国的
な取り
組み

政治秩序

昭和２０・３０年代は純潔教育を強化，昭
和５０年代から人工妊娠中絶も含め広範
囲に行われている（増茂，２００２）。

性教育において男女関係の構築につい
て教育するかどうかは，各学校の判断
に委ねられている。
カトリックの学校については，性教育
に制限が加えられることもある。様々
な組織が，政府に対し，健康に関する
内容を義務として教えるよう働きかけ
ている。

キャンペーンは自己抑制プログラムを
行なう州に助成を行なっている。州独
自で性教育を行なう地域もある。

性教育
の内容

社会運動
といった
新たな集
団

１９４８年に人工妊娠中絶合法化。２００６年
の１０代の人工妊娠中絶件数は２７,３６７
件。出産数は１５,９７４人であることか
ら，単純に計算すると約６３％が人工妊
娠中絶をしていると推測される。

１９６７年に人工妊娠中絶合法化。２００７年
の１９歳以下の人工妊娠中絶件数は
４３,９５５人（人口１０００対２５人）１８歳以下
の人工妊娠中絶率は増加。２００６年は
４８％。

１９７３年に人工妊娠中絶合法化。１９８０年
がピークで現在は減少中。１５-４４歳で
２３.８％。中絶の報告システムが州によ
り整備されていない。１０代の人工妊娠
中絶率のデータはない（AGI，２００２）。
中絶反対派と中絶擁護派が激しく対立。

人工妊
娠中絶
につい
て

性教育を推進する団体と，純潔教育を
推進する団体がしばしば対立。人工妊
娠中絶を予防するための取り組みを，
日本家族計画協会などが行っている。

多くのチャリティ団体があり，活動も
活発に行なわれている。こうした団体
が政策を補完していると考えられる。
１０代の出産を支援する団体と比較し
て，性教育を推進する団体が多い。

多くの団体が活発に活動している。ヒ
スパニック系など，特定の人種活動団
体も，１０代の妊娠予防活動に関わって
いる。

NGO
等 専
門職集
団の関
わり

エージ
ェント
のかか
わり/

諸アクタ
ー（社会
運動）

医学的リスクよりも，１０代で出産後の
社会的立場（学歴の中断や不安定就業
など）がリスク視されている。

早産・低出生体重児など医学的リスク
が強調されているが，社会的排除との
関連も指摘。

１０代の出産は社会問題とされている。
背景因子（住居や教育，家族環境）に
よるものであるという見方がされ始め
ている。

研究者の見方
鑑定人に
よる評価

１０代の合計特殊出生率が高いのは①沖
縄，②福島，③山口，④愛媛，⑤香川。
最も低いのは東京

２００６年に１０代の出産が多いのは（人口
千対），①Lambeth，②Southwark，③
KingstonuponHull，最も低いのは
Buckinghamshire。①，②がロンドン
市内。市内での差が大きい（ONS，
２００８）

２００５年に１０代人口千人当たり出生率が
高い州は①テキサス，②ニューメキシ
コ，③ミシシッピ，最も低いのはニュ
ーハンプシャー。南部に多いが，州ご
との差異も大きい。

地理的状況

市民社会
の諸部分

不明黒人・バングラデシュ人に多い。黒人・ヒスパニック系が多い。人種間差

高校生・大学生の避妊法は９６％がコン
ドーム。

１６-１７歳はコンドームがピルを上回る
が，それ以外の世代ではピルが主流。

１０代女性が用いる避妊法はコンドーム
が９８％。

避妊法の差異

離婚率２.２７‰（２００７年，婚姻者千対），
非嫡出子は１.９３％（２００３年），１０代で出
産した母親の婚姻率が約９０％と先進国
中最も高い。

離婚率が１１.９‰（２００７年，婚姻者千対）
とEU内でトップ。非嫡出子も４３.１％
（２００３年）と多く，特に２０歳未満の出
産に多い。婚外子も父親がサポートす
べきと答えた人は６６.７％。

離婚率は近年低下しており，３.６‰
（２００５年）。非婚カップルが増加してお
り，総世帯数の８.１％を占めている
（２００５年）。非嫡出子の割合は約３４％
（２００２年）。

家族のあり方



社会的不利や，虐待予防の観点から注目され，

「望まない妊娠」予防として取り組みが行なわ

れている状況にあった。

３市民社会の諸部分

①家族のあり方

アメリカ・イギリスと日本との家族の比較に

おいて，最も顕著にあげられるのが非嫡出子の

割合の差である。こうした背景について内閣府

（２００４）は，「男女のカップルが結婚にいたるま

でに同棲という事実婚の状態を経ることが多い

こと，非嫡出子であっても法的に嫡出子とほぼ

同じ権利を享受できること，結婚形式の多様化

に対する社会一般の受け入れなどが背景にあ

る」と述べている。わが国においては同棲する

者が少なく，また原家族が同棲生活を規定する

大きな要因となっていることも特徴的であっ

た。

②避妊法

イギリスは３カ国の中でピル使用率が最も高

く，日本はコンドーム使用率が高かった。この

ことから，イギリスは避妊の主導権を女性が持

っていると推察される。また，アメリカ，イギ

リスでは学歴や人種における避妊方法の選択の

違いが明らかになっており，アメリカではさら

にその母親の出産年齢や学歴，イギリスでは義

務教育時の成績など，避妊法を用いる対象者の

背景についても明らかになっている。わが国で

は，初交経験年齢別の避妊法の選択を問う設問

がある程度で，対象者の背景について明らかに

なっている部分は少なかった。

③社会的立場の不均衡

アメリカ，イギリスにおいては，１０代で出産

する母親の社会的背景について，詳細に調査が

行われており，貧困や，教育到達度の低さ，人
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種間格差や社会階層と１０代の出産との関連も明

らかになっている。こうした社会的背景によ

り，若者が将来に夢が持てず，出産を選択する

ことも明らかになっていた。

わが国においては，１０代の出産を起因とした

社会的不利についての指摘はされているが，１０

代での出産をもたらした生育暦や，原家族の状

況について，明らかになっている部分は少な

い。

２．１０代の出産の調整様式
１１０代の出産支援の政治性

ロザンヴァロン（１９９５/２００６）は，アメリカ

でマイノリティや不遇な状況に置かれた集団が

公的扶助を有するのは，被った損害の代償を受

け取るというかたちであり，国民利益の何らか

の分け前にあずかる権利から派生するものとは

考えられていないという。１０代の出産について

アメリカとイギリスで大きく異なるのは，アメ

リカでは１０代の母親を集団（人種）の問題とし

て支援し，イギリスでは社会問題として支援し

ていることである。イギリスは，１０代の出産を

社会のリスクとし，その保険としての１０代の母

親の支援であるが，アメリカでは個人的に不利

な立場にある人への「代償」であるため，支援

を受けないことによるペナルティが発生する。

どちらも１０代の母親に対して様々な支援が行わ

れているが，その社会的方向性は異なってい

る。わが国では，１０代の母親は個人のリスクと

して捉えられており，どちらかといえばアメリ

カ型に近い視点であるが，支援の内容は極端に

少ない。また，イギリス，アメリカでは１０代の

妊娠は公的扶助の対象であると直結して考えら

れているため，予防の対象となり支援の内容も

多彩であった。わが国では，直接公的扶助の対



象となるわけではないが，医療の立場からの調

整を受けリスク化され，予防されるべき存在と

なっていた。

２１０代の出産を調整する家族

１０代での出産件数の少なさ，あるいは人工妊

娠中絶件数の多さは，こうした結婚規範や政

治・医療の介入，原家族による調整，社会的環

境などに大きく影響を受けていると考えられ

る。

わが国では事実婚状態の若者が少なく，また

非嫡出子も極めて少ないことから，結婚という

規範に則らない出産や家族は非常に少ない現状

にある。また，結婚後の同居率も高いことか

ら，親の考えが直接子どもの妊娠・出産に反映

されやすい。これらのことから，１０代の出産に

関しても，原家族が考える家族のライフコース

から逸脱しないための調整が行なわれていると

考えられた。こうした現状にあるわが国と比較

して，アメリカ・イギリスは，出産前にいった

ん同棲といった形を経ることが多いために，妊

娠・出産に対して原家族の意向よりもカップル

の合意が重視されやすいと考えられる。また，

事実婚や非嫡出子が多い背景には，多様な家族

を許容する社会や，それを支援する制度の存在

がある。

このような，１０代の出産と社会構造とを関連

して考える視点が，特に日本においては弱く，

１０代で出産するに至る社会構造が注目されず，

出産したことによる１０代の母親が持つ社会的不

利がリスク視されている。わが国がこうした調

整様式をもつ背景に，①１０代で出産する者の婚

姻率が高く，家族としての形を成すために問題

が表面化しないこと（母子家庭ではないため

に，支援が必要な存在であるとみなされにく
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い）②結婚後もパートナーや原家族の支援が受

けやすい環境にあること，③１０代で出産するこ

との子どもへのリスクが，各国と比較して少な

いことの３点が挙げられる。アメリカやイギリ

スでは，１０代の母親の社会的背景を踏まえた公

的支援が行なわれていたが，わが国において

は，出産後も家族からのインフォーマルサポー

トが受けられることから，公的支援は乏しく，

その役割を家族が担っていると考えられた。

公的支援や，多様な家族を受け入れる素地が

なく，原家族の調整を受けやすいわが国は，１０

代の出産は少なく調整されており，１０代の出産

を「予防」するという観点から見れば，日本は

最も１０代の出産予防に成功している地域であ

る。

３１０代の出産を選択する必要性

これまで述べたように，わが国の１０代の出産

は様々な要素の配置による調整を受けており，

数少なく調整されている。しかし，こうした調

整の下にあっても，１０代での出産を決意する背

景に，何らかの共通した要因があるのではない

か。丸山（１９９９）は，個人の行動様式を規定す

るものとして，社会構造と無意識的選択行動の

２つの考え方があると述べている。無意識的選

択行動とは「人がその社会で生育していく過程

で身につけた身体性によって制御されているも

ものなのである。しかし，その個人的行動は全

く恣意的，偶然的に行われるように見えるとし

ても，その集合的結果はある規則性を帯びて出

現する（構造化する）」いう。このような考え

方によれば，１０代での出産を選択することは，

何らかの必要性を持って選択された行動であ

り，１０代で出産する母親の集合は，何らかの規

則性を持って表出していると考えられる。１０代



の出産が無意識のうちに選択される背景には，

１０代の母親が置かれている社会的不利な状況が

あるのではないだろうか。わが国は，アメリカ

やイギリスのように，１０代の母親は社会保護の

対象であるとみなされておらず，こうした不平

等さに注意が払われない。そのため，内在的必

要性により１０代の出産を決意した彼らの生育環

境や，家族の支援の実態について，明らかにな

っている部分は少ない。わが国においても，ア

メリカ・イギリスと同様に，「鑑定人（研究

者）」がより広い視点で，１０代で出産する母親

の社会背景を分析していくことが，１０代の母親

を支援する政策につながり，調整様式の変更に

寄与すると考えられる。

おわりに

１０代の出産は，政治的介入だけでなく，原家

族による調整，社会的環境などに大きく影響を

受けていた。

次の課題として，１０代の母親たちの家族を中

心にその社会的背景について調査し，社会環境

が彼らの出産にどのように影響を及ぼしたのか

等，１０代で出産した母親の実態について明らか

にし，そのニーズを踏まえた支援のあり方につ

いて検討したい。

注
１） 若年出産の定義について，日本では２０歳未満

の母親を指すことが一般的であるが，日本産婦
人科学会では若年妊娠に対する明確な定義はさ
れていない（田中，２００１）。

２） レギュラシオン理論は，１９７０年代にフランス
で誕生した経済論である。レギュラシオン理論
の代表的論者としてM.アグリエッタとR.ボワ
イエが挙げられる。その一人ボワイエは
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（１９９０）は，現行の経済諸構造及び社会諸形態
を考慮に入れつつ，総体としての再生産に向け
て競合的に作用するような諸メカニズムの結合
関係であるとしている。また，卜部（１９８９）は，
レギュラシオン学派の「新しさ」の一つは，こ
の「調整様式」であるという。法律や規則など
国家による規制や政府の経済介入だけにかぎら
ず，諸勢力の闘争，競争，交渉の結果としての
「妥協」や「協定」さらに一定の社会的な価値体
系，表象体系まで含んだものと幅広く理解して
いるところにあるという。

３） キャンペーンでは近年の現状を反映して，こ
のプログラムを１０代の妊娠を予防することか
ら，高い値にある計画外の妊娠を予防すること
にも対象を広げて取り組みを行なっている。

４） アメリカの州ごとの貧困率では，１位がミシ
シッピ州，４位がテキサス州，５位がニューメ
キシコ州，１０代の出産が最も低いニューハンプ
シャー州は最下位であった。（出典：U.S.
CensusBureau）

５） アメリカの主な公的援助制度は①補足的保障
所得（SupplementalSecurityIncome），②貧困
家庭一時扶助（TemporaryAssistancefor
NeedyFamilies.以下TANF）③メディケイド，
④ 食 料 ス タ ン プ，⑤ 一 時 扶 助（General
Assistance）である（尾澤，２００３）。このうち主
に母子を対象としたものとしてはTANFが代表
的である。藤原ら（２００７）は，TANFの大きな
特徴として，①TANFの権限を州に委譲し，連
邦から州への補助金を一括補助金として固定し
たこと，②州に対してTANF受給者の最低就労
参加率を設定し，週３０時間以上（末子が６歳未
満の場合は２０時間以上）就労活動に参加させる
ことを義務づけたこと，③連邦財源を用いる
TANFの支給期間を生涯６０ヶ月（５年）に限定
したことを挙げている。

６） 社会的排除とは，「失業や低熟練，低所得，劣
悪な住居，高い犯罪発生率，健康状態の悪さ，
それに家庭崩壊といった相互に関連性を有する
諸問題の組み合わさった中に個人または地域が
さらされている場合に生じる可能性のある状態
についての簡潔な表現である」と社会的排除対



策本部（SEU）により定義されている。
７） 剥奪された地域（DeprivedArea）とは，収

入，雇用，健康状態，教育・トレーニング，住
居と土地，生活環境，犯罪の面で恵まれていな
い地域のことを指す（OfficesforDeputy
Primeminister,2004）

８） 現在は児童・学校及び家庭省，Department
forChildren,SchoolsandFamilies:DCSf

９） 合計特殊出生率とは，母の年齢別人口におけ
る出生数の値を示したもの。１人の女子がその
年次の年齢別出生率で一生の間に生むとしたと
きの子どもの数を表す。（国民衛生の動向，
２００６）

１０） ２００５年から調査項目に変更があり，中学生に
は質問の文言「性交」を「性的接触（性交）」と
変えて調査をしている。また，高校生には「性
交経験の有無」を直接問うことを止め，「初交
の動機」を問うことで「性交経験ありを間接的
にとらえるようにした」（２００５年版児童・生徒
の性）

１１） ８０～９０年代に１０代で出産した母親の低出生体
重児率の高さが報告されたことがあるが，現在
は改善されており，他の世代と同様である。

１２） １０代で出産した母親の子どもの医学的リスク
が少ない理由については，わが国の医療体制が
整備されていることや，１０代で出産した母親の
母数が少ないために，詳細な調査が行われてい
ないことも理由にあると考える。
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Abstract:Inthisstudy,Iclarifythepoliticalmanagementofteenagepregnancy/deliverythrough
thecomparisonofsocialconstructionsrelatingtoteenagemothersintheU.S.,theU.K.,and

Japan.TherearemanyteenagemothersintheU.S.andtheU.K.withvarioussourcesofsupport

availabletothem.Incontrast,therearenotsomanyinJapan,andtheyarenotsowell-supported.

Thepresentanalysisshowsthatteenagemothers’decisiontodeliverisregulatednotonlyby

governmentpoliciesbutalsobysexeducation,abortion,themanyagentsandresearchers

involved,andcivilsocietyitself.Furthermore,itisshownthatinJapanthereisnotenough

recognitionthatteenagepregnancy/deliveryisrelatedtosocialconstruction.Therearethree

possiblereasonsforthis.Firstly,themarriagerateofteenagemothersishigh,sotheyfunctionas

familiesatleastonthesurface.Secondly,inJapan,teenagemotherscaneasilyreceivesupport

fromtheirhusbandsortheirparentsevenaftergettingmarried.Thirdly,childrenborntoteenage

mothersarelikelytofacefewerrisksinJapanthaninothercountries.Iarguethatforthese

reasonspublicsectorsupportforteenagemothersisdifficulttoobtaininJapan.

Keywords:RegulationSocial,teenagemothers,pregnancy,delivery,internationalcomparison
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